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横浜港・川崎港カーボンニュートラルポート（CNP）形成推進会議

Ⅰ.モビリティ
• 船舶の停泊時アイドリングストップ
• 荷役機械の脱炭素化
• ヤード内の省電力化
• クリーンエネルギーの確保
• 船舶燃料の低炭素・脱炭素化 等

Ⅱ.燃料サプライチェーン
• CN燃料*の輸入拠点整備
• 水素ステーション
• 水素パイプライン
• 鉄道輸送 等

Ⅲ.新産業
• ブルーカーボン
• 港湾工事の低炭素化・脱炭素化
• グリーン産業
• CN燃料の利活用
• メタネーション
• バイオ燃料 等

WG

横浜港・川崎港におけるカーボンニュートラル実現に向けて脱炭素技術等の実証・実装につなげていく

○2021年2～3月に横浜港・川崎港カーボンニュートラルポート（CNP）検討会を開催し、4月2日に将来イメージ等を公表。
○今年度、CNP形成に向けた具体的な取組の検討を深化させることを目的とした、横浜港・川崎港CNP形成推進会議を立上げ。
○さらに取組の実務的な検討を行うため、推進会議にワーキンググループ（WG）を設置。WGには、民間事業者にも参画頂く。

横浜港・川崎港カーボンニュートラルポート（CNP）形成推進会議
構成メンバー：横浜市・川崎市・関東地方整備局・横浜川崎国際港湾（株）・横浜港埠頭（株）・川崎臨港倉庫埠頭（株）
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横浜港・川崎港カーボンニュートラルポート（CNP)形成推進会議WG実施状況

検討
テーマ

実施内容

モ
ビ
リ
テ
ィ

－陸上電源供給－
・陸電規格
・本牧Ａ４
・船社、コンテナターミナル運営会社ヒアリング
・現地視察（火力発電所）

－自動車ターミナルの脱炭素化－
・船社、ターミナル運営企業ヒアリング

－荷役機械の脱炭素化－
・（RTG）
・（ローディングアーム）

燃
料
サ
プ
ラ
イ

チ
ェ
ー
ン

新
産
業 －メタネーション－

－水素ステーション－
・石油関連企業ヒアリング

別途 ENEOSとの連携協定 ・ NEDO調査

別途 洋上風力発電 ・ 港湾工事施工時における低炭素・脱炭素化（CO2吸収コンクリートの活用）

－燃料電池－
・メーカーヒアリング

－サプライチェーン－
・石油関連企業ヒアリング

－ブルーカーボン－
・横浜港・川崎港における取組み



・日 時： 令和４年１月１４日
・参加者： 電源開発株式会社、 J-POWERジェネレーションサービス株式会社

横浜市港湾局、関東地方整備局、横浜港埠頭株式会社

実施内容

１.セルフ・アンローダー船（石炭運搬船）の紹介
電源開発株式会社より、セルフ・アンローダー船の特徴や運航状況の説明を受ける。セルフ・アンローダー船とは、揚炭設備
を備えた船であり、東京湾にある「コール・センター」と呼ばれる貯炭場から１日に１～2回運搬されている。発電所への荷揚
げ時には陸側から電力の供給（陸電供給）を受けることで排出ガスを抑制している。

２.陸電設備の紹介
電源開発株式会社より、陸電設備や陸電実施状況の説明を受ける。ケーブルは陸側に収納されており、陸電実施時は
船側に積載されているクレーンを用いてケーブルを持上げ繋ぐ。石炭運搬船が停泊してから約10分ほどの作業で陸電供給
が可能。周波数変換装置（供給する電力は50Hz→60Hzに周波数を変換する必要あり）は“船側”に搭載されており、
それ以外の陸電供給のための電気設備は陸側の建屋に格納されている。
陸電供給時のCO2排出量は、燃料使用時に比べ数百分の１レベルとなる。また、船内発電による騒音を低減し良好な
船内環境を確保することができる。

陸電供給実施状況 乗船しての陸電設備見学を実施 陸電設備（陸電ケーブル）

ケーブル収納箇所

※全長：１１５ｍ 総トン数：７.２８７ｔ

WG（モビリティ）電源開発磯子火力発電所の陸電設備視察
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WG（モビリティ）荷役機械FC化についての意見交換（1/2）

・日 時： 令和３年１０月２７日
・参加者： 豊田通商株式会社、TOYOTA TSUSHO AMERICA, INC.、ロサンゼルス市港湾局

横浜市港湾局・温暖化対策統括本部、国土交通省港湾局産業港湾課国際企画室、
関東地方整備局、横浜川崎国際港湾株式会社、横浜港埠頭株式会社

実施内容

QUADを機にミーティングを行ったロサンゼルス市港湾局から紹介をうけた豊田通商株式会社と豊田通商アメリカから港湾
における水素・FC化の取組について説明を受ける。横浜側からはCNP、NEDOの取組状況、そして新たに始まったQUAD
の状況について紹介し、意見交換を行った。

1. 米国ロサンゼルス港における取組
米国最大の貨物取扱港であるLA港は長年にわたり大気汚染が課題となっており、

2030年までに港湾荷役機械の脱炭素化、2035年までに大型トラックの脱炭素化
を目標に掲げる。

左：米国LA港で、大型港湾機材のFC化に向けた水素の地産地消モデルの実現可能性調査を開始（豊田通商株式会社HPより）
右：SAN PEDRO BAY PORTS(LA港/LB港) CLEAN AIR ACTION PLAN 2017（米国ロサンゼルス港HPより）

豊田通商と豊田通商アメリ
カは、NEDOの調査事業とし
て、港湾機材動力源の水素
燃料電池化および水素の地
産地消モデルの実現可能性
調査に、2020年9月から取り
組んでいる。そこで、取組開始
から約１年経過した状況につ
いて説明いただいた。
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実施内容

２.英国イミンガム港における取組
英国は、2035年までに温室効果ガスを1990年比で78%削減、2050年までにネット排出量ゼロ実現を掲げている。
豊田通商UKほか欧州企業3社が水素を活用した港湾での脱炭素モデルの構築に向けて、英国最大の貨物量を扱うイ
ミンガム港※で、水素の製造、供給、利用における技術的および経済的な実現可能性を検証し、将来の事業化に向けた
計画の策定を目指す。

英国イミンガム港で水素を活用した港湾の脱炭素化プロジェクトを開始（豊田通商株式会社HPより）

３.その他意見交換
横浜市からは、横浜港グループ（横浜川崎国際港湾(株)、横浜市、横浜港埠頭(株)）が今年度のNEDO調査の公
募採択を受けたこと、そしてテーマが共通するので可能な範囲で助言をいただきたいと依頼。また、横浜港内で稼働する荷
役機械の種類について豊田通商アメリカから質問を受けたので概要を伝えた。今後も必要に応じて意見交換を行うことを確
認した。

※年間総取扱貨物量は46百万トン。横浜港の約2分の1

WG（モビリティ）荷役機械FC化についての意見交換（2/2）
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WG（モビリティ）ローディングアームについての意見交換（1/2）

・日 時： 令和３年１２月１５日
・参加者： TBグローバルテクノロジーズ株式会社

横浜市港湾局・温暖化対策統括本部、川崎市港湾局、関東地方整備局
横浜川崎国際港湾株式会社、横浜港埠頭株式会社、川崎臨港倉庫埠頭株式会社

実施内容

1. カーボンニュートラルに関わるローディングアームの紹介
TBグローバルテクノロジーズ株式会社より、LNG用ローディングアームの納入実績等の紹介を受ける。また、2050年のカー
ボンニュートラルに向けて検討・開発を進めているアンモニア、液化二酸化炭素、液化水素の３点に関わるローディングアーム
の特性等の紹介を受ける。

ｱﾝﾓﾆｱ用ﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞｱｰﾑ紹介（TBｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(株)説明資料より）会社紹介（TBｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(株)説明資料より）
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実施内容

２. 意見交換
ローディングアームの業界シェアの状況、カーボンニュートラルに関わるローディングアームの世界的な技術動向などにについて
意見交換を行った。
・液化水素用ローディングアームの開発はTBグローバルテクノロジーズ（株）が初であるが、液化水素の扱いは非常に難
しいことより、まずはアンモニアの需要が多くなると予想している。
・実際に、豪州を拠点とするエネルギー大手オリジン・エナジーと鉄鉱石採掘大手フォーテスキュー・メタルズ・グループ（FMG）
が、タスマニア州にて液化水素とアンモニア両方の生産を計画していたが、アンモニアのみの計画になった。
・液化二酸化炭素についても、Northern Lightsプロジェクトにおいて複数個のプロジェクトが動いており、動向を伺っている。

液化二酸化炭素用ﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞｱｰﾑ（TBｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(株)説明資料より） 液化水素用ﾛｰﾃﾞｨﾝｸﾞｱｰﾑ紹介（TBｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ(株)説明資料より）

WG（モビリティ）ローディングアームについての意見交換（2/2）
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（参考）水素サプライチェーン構築に向けたENEOSとの連携協定締結

○2021年11月、横浜市および川崎市は水素サプライチェーン構築に向けて、ENEOSと連携協定を締結。
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WG（新産業）ブルーカーボンについて

・日 時： 令和３年１２月 ８日
・参加者： 関東地方整備局、横浜市港湾局、川崎市港湾局

実施内容

各港のブルーカーボンにかかる取組み状況について、共有を行った。
1.関東地方整備局からの報告
本省港湾局の「CNP形成に向けた検討会」の進捗状況他、R4年度概算要求のCNP関係の新規制度及び税制改正について共有した。

2. 横浜港の取組み
これまでにアマモ場を整備した海の公園や白帆地区、今後、藻場・浅場や人工海浜等の整備を予定している臨港パーク先端部の事業につ

いて説明、情報共有を行った。
また、今後のCNP形成計画策定に向けて、CO2吸収源となるブルーカーボン生態系の活用・拡大方策について検討を進めるため、今年度
の委託調査で横浜港内の藻場等が吸収・固定しているCO2量の推計を行うことを報告した。

3. 川崎港の取組み
港湾緑地についての今後の指針として策定した「川崎港緑化基本計画」で、「水際線開放の場」として、塩浜緑地及び末広緑地の前面に

おいて、干潟など親水の場としての整備が位置付けられていることを報告した。
このうち、塩浜緑地について、老朽化した物揚げ場を水辺拠点へと利用転換を図り、市民等が運河の景観を楽しみ、水辺で自然（海）と
の触れ合いを楽しむことのできる開放的な親水空間の創出を図っていくという利活用の検討内容を報告した。

・日 時： 令和４年 １月１４日
・参加者： 関東地方整備局、横浜市港湾局、川崎市港湾局

実施内容

各港のブルーカーボンにかかる取組み状況について、共有を行った。
1. 横浜港の取組み
前回の報告を踏まえ、横浜市より業務委託により横浜港内の藻場等が吸収・固定しているCO2量の算出作業を現在実施していることを報
告した。また、算定対象についての考え方等についても説明、情報共有を行った。

2. 川崎港の取組み
前回の報告を踏まえ、R3年度より着手している旧塩浜物揚場の護岸についての今後の整備スケジュールや護岸整備後の親水護岸及び緑
地活用についての検討状況（民間事業者や学識経験者等へのヒアリングの実施）の説明、情報共有を行った。
また、R3年度の環境学習に係るイベントの実施状況について説明、情報共有を行った。 9



参考）横浜港におけるメタネーション実証実験

○ 令和4年1月18日、横浜市と東京ガスはカーボンニュートラルの実現に向けて、水素とＣＯ２からメタンを合成
するメタネーションの実証実験に関する連携協定を締結。

○ 東京ガスに対し、横浜市下水道センター及びごみ焼却工場からバイオマス由来のＣＯ２を供給し、技術開発
を支援。都市ガスの原料である天然ガスを合成メタンに置換することで、脱炭素化を目指す。

横浜市鶴見区末広脱炭素化モデル地区（事業イメージ）
メタネーション実証実験の概要

メタネーションによるCO2削減効果

出典：横浜市

出典：資源エネルギー庁

©NTT Data, included 

Maxar Technologies.

横浜港
末広

扇島

大黒ふ頭

新港
ふ頭

山下
ふ頭

本牧
ふ頭
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参考）洋上風力発電事業者選定と関連産業
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https://www.mlit.go.jp/report/press/port06_hh_000242.html

○「秋田県能代市、三種町及び男鹿市沖」、「秋田県由利本荘市沖」、「千葉県銚子市沖」における洋上
風力発電事業者として、三菱商事等のコンソーシアムを選定した。
〇同コンソーシアムは、1.26万KWの風車（ＧＥ製）を134基導入する計画である。

秋田県能代市、
三種町及び男鹿
市沖

秋田県由利本荘
市沖（北側・南側）

千葉県銚子市沖

対象区域海底面積 6,268.8ha 13,040.4ha
（北側・南側合計）

3,948.7ha

発電設備 着床式 着床式 着床式

発電設備出力 47.88万kW

（1.26万kW×38

基、GE製）

81.9万kW 

（1.26万kW×65

基、GE製）

39.06万kW

（1.26万kW×31

基、GE製）

供給価格 13.26円/kWh 11.99円/kWh 16.49円/kWh

運転開始予定時期 2028年12月 2030年12月 2028年9月

事業者名 秋田能代・三種・
男鹿オフショア
ウィンド

秋田由利本荘オ
フショアウィンド

千葉銚子オフショ
アウィンド

構成員 三菱商事エナ
ジーソリューショ
ンズ、
三菱商事、シー
テック

三菱商事エナ
ジーソリューショ
ンズ、
三菱商事、
ウェンティ・ジャパ
ン、シーテック

三菱商事エナ
ジーソリューショ
ンズ、
三菱商事、シー
テック

部品数は
数万点に及ぶ

https://www.toshiba-energy.com/info/info2021_0511_02.htm

12.6MW：約9,000世帯の消費電力に相当
（銚子沖31基で約28万世帯分を賄う）



「横浜港・川崎港CNPセミナー」開催報告

○横浜港・川崎港における CNP 形成に向けた機運を醸成し、取組を加速するため、「横浜港・川崎港CNPセミ
ナー」を開催。関連企業（船社、CT借受者、マリコン、商社、メーカー、その他団体等）７６社・１８０名を超える
方が参加されたほか、 阿達雅志前内閣総理大臣補佐官にもご出席いただき、横浜港・川崎港CNPの取組が
日本のグリーン成長戦略をリードしていくことを祈念していると挨拶があった。

【日時】令和3年10月7日（木）16：30～18：00 関東地方整備局131会議室 ※WEB会議

【開催概要】
○阿達雅志前内閣総理大臣補佐官からの挨拶
政府におけるCNP形成に関する経緯や意義、日米豪印4か国首脳会議（クアッド）等の
国際的な取組等の紹介と、横浜港・川崎港CNPの取組が日本のグリーン成長戦略をリー
ドしていくことを祈念していると挨拶があった。

○横浜港・川崎港CNP形成に向けて
横浜港・川崎港CNP形成に向けたロードマップ（素案）を発表し、具体的な取組内容を報
告・紹介した。

○CNP実現に向けた各企業の取組について（抜粋）
・日本郵船： 船用燃料の脱炭素化（アンモニア炊きタグボート、FC船共同開発実証事業）

コンテナターミナルのゼロエミ化（RTG等）
・ENEOS： CO2フリー水素のサプライチェーン構築への貢献（液体水素方式・MCH方式）

国内における製油所をハブとするCO2フリー水素の供給モデル
・JERA： 国内LNG火力発電所における水素利用の実証実験

碧南火力におけるアンモニア発電の実証実験
・東京ガス： カーボンニュートラルLNG（CNL）導入拡大、水素・CO2マネジメント技術開発

メタネーションに関する取り組み (実証実験）・ 動向
・横浜銀行：SDGs・ESG投資

金融サービスを通じた環境配慮、企業活動を通じた環境配慮

阿達前内閣総理大臣補佐官

セミナーの様子（会場）
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